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ふるさとぎふ再生基金 ２１年度選定事業

１ ２１年度選定事業

１）地域医療確保事業 （２１年度）

①救急医療体制の充実のため、ドクターヘリの配備先となる基地病院を選定し、基地病院

が地上へリポートや給油施設を設置するための用地造成に係る経費に対し補助を行う。

また、県下６救命救急センターの医師等を対象に、ドクターヘリ講習会への参加支援を

行う。

②看護職員の確保のため、看護職員の離職防止対策として、医療機関による就労環境改善

の取り組み状況を調査するとともに、就労環境評価マニュアルを改訂する。

③医師確保のため、県出身者の医学生等を把握するとともに、県内の地域医療情報を発信

する。

【２１年度事業費：１７，５９０千円】

２）障がい者雇用就労推進事業 （２１～２２年度）

①障がい者雇用の経験がない企業及び一般就労の経験がない障がい者双方の不安を解消

し、雇用・就労意欲を高めるため、障がい者の特別支援学校在学中から卒業後まで連続

した支援として、企業内に職場実習（企業内作業学習）の場を設ける。

②特別支援学校、企業、地元関係機関による「就労支援ネットワーク連携会議（仮称）」

を設置し、企業内作業学習の開発・導入や高等特別支援学校における教育課程のあり方

について検討する。

【２１年度事業費：７，９１１千円（総事業費見込：１６，３０２千円）】

３）若年労働者等就労支援事業 （２１～２２年度）

①県内企業へのＵ・Ｉターン就職を促進するため、県出身者が多く在籍する県外大学を調

査するとともに、県内企業に関する情報収集を行い、県内企業紹介冊子の作成・配付、

県外大学内での合同企業説明会の開催、インターンシップ情報の提供を行う。

②若年労働者、非正規雇用者、休業中女性等の職場定着・職場復帰等を図るため、ビジネ

スマナー講習、若年労働者等相互の交流会を実施する。また、弁護士等による巡回特別

相談を実施する。

【２１年度事業費：１３，５００千円（総事業費見込：２７，０００千円）】

４）産学官連携研究成果実証化事業 （２１～２２年度）

陶磁器業界にマイクロ波ガス複合炉を普及させるための実証データとして活用するため、

移設可能なマイクロ波ガス複合炉を製作し、公募により決定した企業において実証実験を

実施する。

【２１年度事業費：１０，７２０千円（総事業費見込：１３，０００千円）】

５）県美術館機能強化事業 （２１年度）

誰もがより利用しやすい美術館とすること、また、県民と作家・来県者等との新たな文化

交流や創造を図る拠点とすることを目指し、展示スペース・県民ギャラリーの充実など、

県民ニーズを施設の機能、配置、規模等に具体的に反映した基本設計、実施設計等を行う。

【２１年度事業費：２７，７６２千円】
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２ 事業内容

１）地域医療確保事業 〔健康福祉部〕

～地域医療の体制を確立し、医師・看護職員を確保する～

【現状】

近年、特定の診療科や地域で医師が不足あるいは偏在していることが全国的に深刻な社

会問題となっている。岐阜県においても全国と同じような状況にあり、医師や看護師など

を確保し、良好な地域医療の水準を確保・維持していくことは緊急に取り組むべき最重要

課題である。

このような状況において、平成１９年４月に「岐阜県地域医療対策協議会」を設置し、

こうした課題に対する具体的な対策を協議し、今後の岐阜県における医療対策のあり方等

の検討を行っている。

【提案】

地域医療の確保が深刻な問題であり、こうした状況を一刻も早く改善するために、ドク

ターヘリ導入によるへき地救急医療の確保、医師・看護職員の確保、症状に応じた医療機

関の適切な利用を促進することにより、人的・物的な医療機能の有効活用を図るべきとの

提案を受けた。

岐阜県地域医療対策協議会において、今後の岐阜県における医療対策のあり方等の検討

を行い、当該提案事業を含む地域医療確保事業の実施と、その事業の実施に関する県と医

療関係団体との役割分担を定めた「地域医療確保のための行動計画」を決定し、提案事業

を県として、医療関係団体と協力して実施することとなった。

○地域医療の偏在を改善するためのドクターヘリ事業：H19・NO.3 他６件
○看護職員就労環境改善普及・啓発事業：H21・NO.9
○医学生等県内就職推進事業：H21・NO.22

【事業目的・内容】

①救急医療体制の充実のため、２０年度に実施したドクターヘリ導入調査結果を踏まえ、

ドクターヘリの配備先となる基地病院を選定し、基地病院が地上へリポートや給油施設

を設置するための用地造成に係る経費に対し補助を行う。併せて、ドクターヘリの基礎

的知識の習得のため、県下６救命救急センターの医師等を対象にドクターヘリ講習会へ

の参加支援を行う。

②看護職員の確保のため、看護職員の離職防止対策として、医療機関による就労環境改善

の取り組み状況を調査するとともに、就労環境評価マニュアルを改訂する。

…別図１「看護職員就労環境改善事業」参照

③医師確保のため、県出身者の医学生等を把握するとともに、県内の地域医療に関する情

報を発信する。 …別図２「医学生等県内就職推進事業」参照

【事業年度】

平成２１年度

＊ドクターヘリの導入事業については、２２年度以降も継続して実施していくこと
とするが、本基金での事業実施期間及び事業費については、２０年度及び２１年
度の事業実施状況を勘案し、検討する。

【事業費】

２１年度事業費 １７，５９０千円
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２）障がい者雇用就労推進事業 〔産業労働観光部、教育委員会〕

～障がいのある人たちの雇用機会を拡大し、就労の場を確保する～

【現状】

民間企業の障がい者の法定雇用率（注１）は１．８％と定められているが、平成２０年

６月１日現在における本県の実雇用率は１．６８％（全国１．５９％）であり、また、法

定雇用率達成企業の割合は５４．１％（全国４４．９％）であるなど、全国より高い水準

にはあるものの、障がい者の雇用環境は依然として厳しい状況にある。

企業側は、障がい者の雇用に際して、障がいに対する知識不足、指導方法に対する不安

等があり、また、障がい者本人にも、就労に際して、仕事、職場環境への適応に対する不

安等を持っている。こうした双方の不安を解消し、障がい者雇用の機会の拡大及び障がい

者の特性と能力に適応した就業先の確保が急務となっている。

（注１）「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき身体障がい者又は知的障がい者を雇用し
なければならないとされている割合

【提案】

障がいのある人が安心して地域で暮らしていくために、雇用・福祉・教育等の関係機関

が連携して職場実習を行い、企業・障がい者（家族）双方の不安を解消して、一人でも多

くの障がい者の就労に繋げることが必要であるという提案を受けた。

○職場実習（チャレンジトレーニング）制度：H21・NO.16

【事業目的・内容】 …別図３「障がい者雇用就労推進事業」参照

①障がい者雇用の経験がない企業及び一般就労の経験がない障がい者双方の不安を解消

し、雇用・就労意欲を高めるため、企業内に実習の場を設け、障がい者の特別支援学

校在学中から卒業後まで連続した支援として、職場実習（企業内作業学習）を行う。

②高等特別支援学校の整備に向けて、特別支援学校、企業、地元関係機関による「就労

支援ネットワーク連携会議（仮称）」を設置し、就労支援ネットワークを構築すると

ともに、企業内作業学習の開発・導入や高等特別支援学校における教育課程のあり方

について検討する。

【事業年度】

平成２１～２２年度

＊より多くの企業で障がい者雇用を実現してもらうためには、障がい者の企業内作
業を、より多くの企業で実施することが重要である。また、本基金の２０年度選
定事業「障がい者雇用サポート事業（注２）」と連携して行うことで、特別支援学
校在学時から卒業後にわたって、さらに切れ目のない継続した支援が可能となる
ため、同事業の事業終了年度（２２年度）まで継続して実施する。

（注２）「障がい者雇用サポート事業」の事業目的・概要
障がい者雇用先の確保を目的として、新たに「障がい者雇用企業開拓コーディ
ネーター」を設置し、法定雇用率を達成していない約５００の企業に対して重点
的に働きかけ、企業の理解促進を図るとともに、企業と特別支援学校・福祉施設
との間を橋渡し役として、障がい者の能力に応じた新たな業務の創出から実際の
雇用までのきめ細やかな支援を行う。

【事業費】

２１年度事業費 ７，９１１千円（総事業費見込：１６，３０２千円）
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３）若年労働者等就労支援事業 〔産業労働観光部〕

～若者の、県内への就業を促進し、職場定着を支援する～

【現状】

県外の大学等へ進学した若者は、県外の企業に就職する傾向が強く、その大きな要因と

して、県内に興味のある企業（仕事）がないと考える学生が多く存在するなど、県内企業

に関する情報の不足が挙げられている。

また、若年者の就労について、就労前と就労後において、若年者の職業に対する認識不

足と企業の求める人材像との間におけるミスマッチにより、若年者の離職率が高水準で推

移し、フリーター、ニートの増加に繋がっており、大きな社会問題となっている。

さらに、人口減少社会の到来とともに労働力不足の深刻化も予想されており、次代を担

う人材の確保・育成は喫緊の課題である。

【提案】

県外に進学した大学生等のＵターン就職を推進し、県内産業を担う人材の確保・育成を

強化するため、学生に対する県内企業のインターンシップ情報や就職関連情報の提供、セ

ミナー、企業見学会・説明会等を開催するという提案を受けた。

また、若年労働者の職場定着支援と休業中女性のキャリアアップを支援するキャリア形

成のためのセミナー・交流会等を労使連携で開催する。労働者からのあらゆる相談にワン

ストップで対応するセンターを設置するという提案を受けた。

○ふるさと企業発見、適職探求岐阜県くらぶ：H21・NO.28
○勤労者サポートセンター（仮称）設置事業：H21・NO.29
○若年労働者の職場定着支援と
休業中女性のキャリアアップを支援するキャリア形成事業：H21・NO.30

【事業目的・内容】

①県外大学に進学した学生等の県内企業へのＵ・Ｉターンを促進するため、「ふるさと適

職発見促進員」を配置し、県出身者が多く在籍する県外大学を調査するとともに、県内

企業に関する情報収集を行い、県内企業紹介冊子の作成・配付、県外大学内での合同企

業説明会の開催、インターンシップ情報の提供を行う。

…別図４「ふるさと適職発見促進事業」参照

②若年労働者、非正規雇用者、休業中女性等の職場定着・職場復帰等を図るため、専門の

相談員を設置するとともに、ビジネスマナー講習、若年労働者等相互の交流会を実施す

る。また、弁護士等の専門家による巡回特別相談を実施する。

…別図５「勤労者職場定着等支援強化事業」参照

【事業年度】

平成２１～２２年度

＊①について、学生の就職活動（卒業予定年度の前年度秋頃～卒業予定年度の夏頃）
のサイクルに合わせて効果的に取り組む必要があるため、２年間継続して実施す
る。
②について、労働者団体・使用者団体を中心とした支援体制への移行に向け、(ｱ)
支援体制の土台づくり及び課題の整理（１年間）、(ｲ)課題の改善方法の検討（１
年間）を行う必要があるため、２年間継続して実施する。

【事業費】

２１年度事業費：１３，５００千円（総事業費見込：２７，０００千円）
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４）産学官連携研究成果実証化事業 〔総合企画部〕

～モノづくりの新技術の導入を支援する～

【現状】

県の地場産業の一つである陶磁器産業は、中国製品との競合激化、食文化や生活様式の

変化に伴う国内需要の減退などから、平成３年をピークに業況は低迷を続けている。この

ため、消費者ニーズに対応していくとともに、生産コストを低減させるため、低コストな

代替エネルギーの採用、省エネ化を実現する設備導入などが急務となっている。

また、地球温暖化の原因とされる温室効果ガス削減に向けた取り組みが進む中、国内外

を通じて環境に対する意識も高まっており、環境負荷を低減させるための取り組みが求め

られている。

平成１３～１５年にかけて、岐阜県セラミックス研究所、核融合科学研究所、民間企業

等が共同で研究開発を行ったマイクロ波焼成技術（注）は省エネ、省コストの効果が上げ

られており、陶磁器業界を活性化させる技術として注目されている。しかし、その技術導

入は電子部材などファインセラミックの分野に止まっており、陶磁器関連企業への導入は

進んでいない。

【提案】

移設可能なマイクロ波ガス複合炉（注）を製作し、意欲あるメーカーを公募し、企業に

おける実証試験を実施する。それにより、生産現場におけるマイクロ波焼成技術の効用を

速やかに把握し、マイクロ波ガス複合炉の普及に努めるとともに、陶磁器製品の高付加価

値化、業界体質の改善等を図るという提案を受けた。

○陶磁器製造現場におけるマイクロ波焼成炉の実証実験：H21・NO.32

【事業目的・内容】

陶磁器業界に、マイクロ波ガス複合炉を普及させるための判断材料とする（実証データ

として活用する）ため、移設可能なマイクロ波ガス複合炉を製作し、公募により決定した

企業において実証実験を実施する。

…別図６「産学官連携研究成果実証化事業（マイクロ波焼成）」参照

【事業年度】

平成２１～２２年度

＊本事業で得られた実証データを、マイクロ波ガス複合炉に関する具体的な評価と
して活用するためには、１企業あたり６か月間の設置が必要であり、かつ、複数
の実証データを収集する必要があるため、２年間継続して実施する。

【事業費】

２１年度事業費 １０，７２０千円（総事業費見込：１３，０００千円）

（注）マイクロ波焼成技術、マイクロ波ガス複合炉
「マイクロ波」とは、電子レンジの加熱に使われる電磁波のことで、食品以外も加熱する
ことが可能である。マイクロ波焼成炉は、材料の自己発熱を利用した新しい焼成技術を備え
た炉であり、研究データから、省エネ（対ガス焼成炉約４分の１）、省コスト（同約３分の１）
などの効果が上げられている。
マイクロ波ガス複合炉は、マイクロ波とガスとを複合的に利用して陶磁器を焼成する炉で、
マイクロ波焼成炉と比較して、導入価格は約４分の１に抑えられる。
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５）県美術館機能強化事業 〔教育委員会〕

～誰もが文化活動に参加しやすい環境を整備する～

【現状】

県美術館は、昭和５７年の開館以来、郷土ゆかりの芸術家や創造性に優れた芸術家（ル

ドンなど）の収集・展示とともに、県民ギャラリー・実習室の一般開放を積極的に進めて

きており、日経新聞社が行った「美術館の実力調査」（H18.10.14朝刊発表）において、

地域貢献力が高く評価され、「中規模館」で全国３位に位置付けられるなど、県民と文化

・芸術を結びつける美術館として評価されている。

しかし、県民からは「館内展示スペースが狭く、展示が少ない」、「作品展示が少ない」

などの施設の拡充を望む声があり、さらに、来館者の約半分を占める県民ギャラリーにお

いては、新たに当該ギャラリーに展示を希望する県民の要望に対応できていない現状であ

る。

【提案】

実力があっても展示する機会に恵まれない画家の絵や公募によって県内若しくは本県出

身者等の絵を展示できる美術館を建設すべきであるとの提案を受けた。

また、県民が享受すべき各種美術展を開催できる施設及び作品の収蔵、保管場所を確保

するために、岐阜県第二美術館を構想し、基本計画を立案するという提案を受けた。

○花フェスタ記念公園に美術館を！！：H19・NO.100
○東美濃美術館建設基本計画立案事業：H21・NO.33

【事業目的・内容】

県民をはじめとして、誰もがより利用しやすい美術館とすること、また、県民と作家・

来県者等との新たな文化交流や創造を図る拠点とすることを目指し、展示スペース・県民

ギャラリーの充実など、県民ニーズを施設の機能、配置、規模等に具体的に反映した基本

設計、実施設計等を行う。

【事業年度】

平成２１年度

＊２２年度以降の本基金での事業実施期間及び事業費については、２０年度及び
２１年度の事業実施状況等を勘案し、検討する。

【事業費】

２１年度事業費 ２７，７６２千円

※平成２１年度の事業実施状況を勘案し検討した結果、平成２２～２３年度で、
施設の整備を行うことといたしました。
（平成２２～２３年度の事業費見込み ４７９，２３８千円）


